
第　115　期

自　平成27年４月 １日

至　平成28年３月31日

日鉄住金SGワイヤ株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

報  告  書



　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：百万円）

金　　　　額 金　　　　額
7,918 9,688

現 金 及 び 預 金 661 買 掛 金 3,303

預 け 金 311 電 子 記 録 債 務 1,506
受 取 手 形 551 短 期 借 入 金 1,350
売 掛 金 2,654 長期借入金（一年以内返済予定） 489
商 品 及 び 製 品 1,421 ﾘ ｰ ｽ 債 務 22
仕 掛 品 818 未 払 金 176
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 552 未 払 費 用 357
前 払 費 用 35 未 払 法 人 税 等 96
繰 延 税 金 資 産 161 前 受 金 24
未 収 入 金 685 預 り 金 1,701
短 期 貸 付 金 62 賞 与 引 当 金 333
そ の 他 6 そ の 他 327
貸 倒 引 当 金 △ 3 1,927

17,355 長 期 借 入 金 686
　有形固定資産 6,424 ﾘ ｰ ｽ 債 務 17

建 物 1,656 退 職 給 付 引 当 金 1,071
構 築 物 238 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 63
機 械 及 び 装 置 2,482 長 期 預 り 敷 金 保 証 金 88
車 両 運 搬 具 0 11,615
工 具 、 器 具 及 び 備 品 70
土 地 1,891 13,417
ﾘ ｰ ｽ 資 産 21  資　　本　　金 3,634
建 設 仮 勘 定 63  資 本 剰 余 金 2,409

　無形固定資産 66 資 本 準 備 金 2,408
ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ 46 そ の 他 資 本 剰 余 金 1
ﾘ ｰ ｽ 資 産 14  利　益　剰　余　金 7,373
施 設 利 用 権 4 利 益 準 備 金 196
ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ 仮 勘 定 0 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,177

　投資その他の資産 10,864 別 途 積 立 金 2,500
投 資 有 価 証 券 872 繰 越 利 益 剰 余 金 4,677
関 係 会 社 株 式 9,363 評価・換算差額等 240
従業員に対する長期貸付金 4  その他有価証券評価差額金 240
長 期 前 払 費 用 16
前 払 年 金 費 用 254
繰 延 税 金 資 産 181
敷 金 及 び 保 証 金 142
そ の 他 44
貸 倒 引 当 金 △ 15 13,658

25,274 25,274
(注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（平成28年３月31日現在）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

負 債 の 部 合 計

貸　借　対　照　表

純　　資　　産　　の　　部

固　定　資　産

科　　　　目 科　　　　目
流　動　資　産 流　動　負　債

固　定　負　債

株　主　資　本

純 資 産 の 部 合 計
資 産 の 部 合 計 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計
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　　　（単位：百万円）

売上高 18,302
15,931
2,370
1,832

538

2
595
141
28 767

18
18
4
7

16 65
1,240

29 29

90
0 91

1,179
212
32 245

933
(注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書

自 平成27年４月1日　至 平成28年３月31日

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

売上原価
　　売上総利益
販売費及び一般管理費
　　営業利益

　　経常利益

　　税引前当期純利益

　　当期純利益

営業外収益
　　受取利息
　　受取配当金
　　受取賃借料
　　その他
営業外費用
　　支払利息
　　売上割引
　　売上債権売却損
　　賃貸収入原価

　　固定資産売却損

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

　　その他

特別利益
　　固定資産売却益
特別損失
　　固定資産除却損
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券
　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
　その他有価証券
　　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
おります。）

　　時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産

　製品・仕掛品 総平均法による原価法
　原材料 先入先出法による原価法
　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

①建物 定額法
②構築物　 定率法
③機械及び装置 定率法
④車両運搬具 定率法
⑤工具、器具及び備品 定率法

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可能期間（5年）に基づく定額法を
採用しております。

（3）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引）
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．重要な引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生年度に費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。

（4）役員退職慰労引当金
　執行役員の退職慰労金の支出に備えて、執行役員退職慰労金規定に基づく当事業年度末要支給額を、
役員退職慰労引当金として計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

　

　

-3-



（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 19,359 百万円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

1,008 百万円
45 百万円

2,159 百万円

1,860 百万円
　　　合計 5,073 百万円

（2）担保に係る債務
長期借入金(一年以内返済予定) 485 百万円
長期借入金 686 百万円
　　　計 1,172 百万円

３．偶発債務
（1）次の関係会社等の金融機関からの借入債務等に対し保証を行っております。
　①債務保証

Suzuki Garphyttan AB 1,401

鈴木加普騰鋼絲（蘇州）有限公司 347

1,749
　②経営指導念書

鈴木住電鋼線製品（広州）有限公司 45

45

（２）債権流動化に伴う買戻義務限度額 105 百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
関係会社に対する短期金銭債権 1,002 百万円
関係会社に対する短期金銭債務 1,848 百万円

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債の発生
の主な原因は、その他有価証券評価差額であります。

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律(平成28年法律第15号)」及び「地方税法等の一部を改正する法律（平成28年
法律第13号）」が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債
の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.82％から、
回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.69％、平成30年４月１日

以降のものについては30.45％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が16百万円減少し、当事業年度に計上された
法人税等調整額が22百万円、その他有価証券評価差額金が５百万円それぞれ増加しております。

計

計

保証先 金額（百万円） 内容
借入債務

借入債務

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
土 地

年金債務
借入債務

保証先 金額（百万円） 内容
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(関連当事者との取引に関する注記)
　１．関連当事者との取引

　（1）親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）

議決権等の所有 関連当事者

（被所有）割合 との関係

製品の販売 2,191 売掛金 253

受取利息 0

資金の預入 7,910 預け金 263

資金の払戻 9,089

(注１) 価格その他の取引条件は、市場価格、総原価を勘案し、価格交渉の上、一般の取引条件と同様に決定しております。

(注２) 取引金額には消費税等は含まれず、残高には消費税等を含んで表示しております。

(注３) 資金の預託については、当社の余剰資金運用の一環として行っているものであり、随時、預託及び回収が可能なもの

であります。なお、利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。

　（2）関連会社等 （単位：百万円）

議決権等の所有 関連当事者

（被所有）割合 との関係

受取賃貸料 85 前受金 8

受取利息 0

支払利息 0

資金の預入 4,270

資金の払戻 4,413

支払利息 0

資金の預入 384

資金の払戻 280

鈴木加普騰鋼絲 （所有）

(蘇州) 有限公司 間接 100.0％

（所有）

直接 100.0％

支払利息 0
資金の預入 179
資金の払戻 166

(注１) 価格その他の取引条件は、市場価格、総原価を勘案し、価格交渉の上、一般の取引条件と同様に決定しております。

(注２) 取引金額には消費税等は含まれず、残高には消費税等を含んで表示しております。

(注３) 資金の預託については、随時、預託及び回収が可能なものであります。なお、利率については、市場金利を勘案し、

一般の取引条件と同様に決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)
255円67銭

17円48銭

（被所有）
直接100.0％

当社製品の販売
資金の預託先

土地・建物等
の賃貸

資金の預託先

年金債務の保証
借入資金の保証

（所有）
間接 85.5％

（所有）
直接 100.0％

鈴木住電
ステンレス㈱

㈱SKKテクノロジー

西日本
ステンレス鋼線㈱

Suzuki
Garphyttan AB

（所有）
直接 60.0％

（所有）
直接 100.0％

科目 期末残高

182

子会社 資金の預託元 預り金 413

子会社 ㈱ムロランスズキ 製品の購入

親会社 新日鐵住金㈱

種類 会社等の名称 取引の内容 取引金額

－

製品の購入 1,858 買掛金

子会社 債務保証 －1,401

子会社 借入資金の保証 債務保証 347 －

　１株当たり純資産額

　１株当たり当期純利益

科目 期末残高

子会社

子会社 資金の預託元 預り金 862

種類 会社等の名称 取引の内容 取引金額

預け金 48

－
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